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工場立地法届出工場立地法届出工場立地法届出工場立地法届出のののの手引手引手引手引きききき    
１１１１．．．．    工場立地法工場立地法工場立地法工場立地法とはとはとはとは    

(1) 法律の目的 

    この法律は、工場立地が環境の保全を図りつつ適正に行われるようにするため、工場立地 

に関する調査を実施し、工場立地に関する準則を公表及びこれらに基づく勧告、命令等を行い、 

これらを通じて国民経済の健全な発展と国民福祉に寄与することを目的としている。 

(2) 届出義務対象業種（以下｢製造業等｣という。） 

① 製 造 業（物品の加工修理業を含む。） 

② 電気供給業（水力発電、地熱発電は除く。） 

③ ガス供給業 

④ 熱供給業 

(3) 届出の対象となる工場（以下「特定工場」という。） 

① 敷地面積が 9,000 ㎡以上 

② 社宅、寮又は病院を除く工場等の建築物の建築面積が 3,000 ㎡以上  

（建築基準法施行令第 1 項第 2 号の測定方法による水平投影面積） 

③ 敷地の増加により敷地面積が 9,000 ㎡以上 

④ 既存建築物の面積増加により建築面積が 3,000 ㎡以上 

⑤ 既存施設の用途変更により建築面積が 3,000 ㎡以上 

  

◎ 製造業等製造業等製造業等製造業等をををを営営営営むむむむ事業場事業場事業場事業場でででで、、、、そのそのそのその所有所有所有所有するするするする敷地敷地敷地敷地のののの面積面積面積面積（（（（自己所有敷地自己所有敷地自己所有敷地自己所有敷地････借地借地借地借地のののの合計合計合計合計））））がががが    

9,0009,0009,0009,000 ㎡㎡㎡㎡以上以上以上以上、、、、又又又又はははは建築物建築物建築物建築物のののの水平投影面積水平投影面積水平投影面積水平投影面積のののの合計合計合計合計がががが 3,0003,0003,0003,000 ㎡㎡㎡㎡以上以上以上以上ののののいずれかにいずれかにいずれかにいずれかに該当該当該当該当するするするする    

場合場合場合場合、、、、そのそのそのその事業場事業場事業場事業場はははは工場立地法工場立地法工場立地法工場立地法のののの規定規定規定規定すすすするるるる『『『『特定工場特定工場特定工場特定工場』』』』となりとなりとなりとなり、、、、新設新設新設新設、、、、あるいはあるいはあるいはあるいは増改築増改築増改築増改築    

等等等等のののの実施実施実施実施についてはについてはについてはについては、、、、事前事前事前事前にににに届出届出届出届出をををを提出提出提出提出しなくてはなりませんしなくてはなりませんしなくてはなりませんしなくてはなりません。。。。       

 

 

２２２２．．．．    工場立地法工場立地法工場立地法工場立地法のののの届出届出届出届出についてについてについてについて    

(1) 新設の届出 

特定工場の新設（敷地面積若しくは建築面積を増加し、又は既存の施設の用途を変更する 

ことにより特定工場となる場合を含む。） 

                                 〈法第 6 条第 1 項〉 

(2) 変更に係る届出 

① 法施行時に特定工場の設置をしている者、新設工事中の者又は法施行日から 90 日経過 

前(昭和 49 年 6 月 28 日以前)に新設工事を開始する者が、法施行日から 90 日経過した日 

(昭和 49 年 6 月 29 日)以後最初に行う変更（※軽微なものを除く。） 

                       〈一部改正法附則第 3 条第 1 項〉 

② 第 6 条第 1 項の政令改廃時に特定工場の設置をしている者又は新設工事中の者がその後 

最初に行う変更（※軽微なものを除く。） 

                              〈法第 7 条第 1 項〉 

③ 新設の届出又は①・②の届出をした者がその後行う変更（※軽微なものを除く。） 

                                〈法第 8 条第 1 項〉 
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 ◎ 特定工場特定工場特定工場特定工場をををを新新新新たにたにたにたに建築建築建築建築するするするする場合場合場合場合（（（（既既既既にあるにあるにあるにある工場工場工場工場がががが敷地敷地敷地敷地のののの買買買買いいいい増増増増しによりしによりしによりしにより要件要件要件要件にににに該当該当該当該当するするするする    

ようなようなようなような場合場合場合場合をををを含含含含むむむむ。）。）。）。）はははは、、、、特定工場新設特定工場新設特定工場新設特定工場新設のののの届出届出届出届出がががが必要必要必要必要となりますとなりますとなりますとなります。。。。    

◎ 新設届出新設届出新設届出新設届出のののの提出後提出後提出後提出後にににに工場工場工場工場のののの増改築等増改築等増改築等増改築等をををを実施実施実施実施するするするする場合場合場合場合にはにはにはには、、、、そのつどそのつどそのつどそのつど、、、、特定工場変更届出特定工場変更届出特定工場変更届出特定工場変更届出    

がががが必要必要必要必要となりますとなりますとなりますとなります。。。。        

        ただしただしただしただし、、、、そのそのそのその内容内容内容内容がががが以下以下以下以下にににに規定規定規定規定するするするする軽微軽微軽微軽微なななな変更変更変更変更のののの場合場合場合場合にはにはにはには、、、、届出届出届出届出はははは必要必要必要必要ありませんありませんありませんありません。。。。    

◎ 特定工場特定工場特定工場特定工場にににに該当該当該当該当するするするする規模規模規模規模でででで、、、、昭和昭和昭和昭和 49494949 年年年年 6666 月月月月 28282828 日日日日にににに既既既既にににに設置設置設置設置されているされているされているされている工場又工場又工場又工場又はははは設置設置設置設置のののの    

ためのためのためのための工事工事工事工事がががが行行行行われているわれているわれているわれている工場等工場等工場等工場等((((以下以下以下以下「「「「既存工場既存工場既存工場既存工場」」」」というというというという。）。）。）。）がががが、、、、昭和昭和昭和昭和 44449999 年年年年 6666 月月月月 29292929 日以日以日以日以    

降降降降にににに変更変更変更変更をををを行行行行うううう場合場合場合場合((((軽微軽微軽微軽微なななな場合場合場合場合をををを除除除除くくくく。）。）。）。）はははは、、、、特定工場変更特定工場変更特定工場変更特定工場変更のののの届出届出届出届出がががが必要必要必要必要となりますとなりますとなりますとなります。。。。        

※ 届出届出届出届出をををを要要要要しないしないしないしない軽微軽微軽微軽微なななな変更変更変更変更    

①①①①    生産施設生産施設生産施設生産施設、、、、緑地及緑地及緑地及緑地及びびびび環境施設環境施設環境施設環境施設のののの面積並面積並面積並面積並びにびにびにびに環境施設環境施設環境施設環境施設のののの配置配置配置配置のののの変更変更変更変更をををを行行行行わないわないわないわない建築面積建築面積建築面積建築面積    

のののの変更変更変更変更    

②②②②    生産施設生産施設生産施設生産施設のののの修繕修繕修繕修繕によるそのによるそのによるそのによるその面積面積面積面積のののの変更変更変更変更であってであってであってであって、、、、そのそのそのその修繕修繕修繕修繕にににに伴伴伴伴いいいい増加増加増加増加するするするする面積面積面積面積のののの合計合計合計合計    

がががが 30303030 ㎡㎡㎡㎡未満未満未満未満のもののもののもののもの        

③③③③    生産施設生産施設生産施設生産施設のののの撤去撤去撤去撤去 

④④④④    緑地又緑地又緑地又緑地又はははは緑地以外緑地以外緑地以外緑地以外のののの環境施設環境施設環境施設環境施設のののの増加増加増加増加    

⑤⑤⑤⑤    緑地又緑地又緑地又緑地又はははは緑地以外緑地以外緑地以外緑地以外のののの環境施設環境施設環境施設環境施設のののの移設移設移設移設であってであってであってであって、、、、当該移設当該移設当該移設当該移設によりそれぞれのによりそれぞれのによりそれぞれのによりそれぞれの面積面積面積面積のののの減少減少減少減少    

    をををを伴伴伴伴わないものわないものわないものわないもの（（（（周辺周辺周辺周辺のののの地域地域地域地域のののの生活環境生活環境生活環境生活環境のののの保持保持保持保持にににに支障支障支障支障をををを及及及及ぼすぼすぼすぼすおそれがないものにおそれがないものにおそれがないものにおそれがないものに限限限限るるるる。）。）。）。）    

⑥⑥⑥⑥    緑地緑地緑地緑地のののの削減削減削減削減によるそのによるそのによるそのによるその面積面積面積面積のののの変更変更変更変更であってであってであってであって、、、、当該削減当該削減当該削減当該削減によってによってによってによって減少減少減少減少するするするする面積面積面積面積のののの合計合計合計合計がががが 10101010

㎡㎡㎡㎡以下以下以下以下のもののもののもののもの（（（（保安上保安上保安上保安上そのそのそのその他他他他やむをやむをやむをやむを得得得得ないないないない事由事由事由事由によりによりによりにより速速速速やかにやかにやかにやかに行行行行うううう必要必要必要必要があるがあるがあるがある場合場合場合場合にににに限限限限

るるるる。）。）。）。）    

 

(3) その他の変更 

① 氏名等の変更 

                                                          〈法第 12 条第 1 項〉 

② 譲渡、借受、相続又は合併による届出者の地位の承継 

                             〈法第 13 条第 3 項〉 

◎ 特定工場特定工場特定工場特定工場ににににおいおいおいおいてててて、、、、会社名会社名会社名会社名・・・・会社住所会社住所会社住所会社住所にににに変更変更変更変更があったがあったがあったがあった場合場合場合場合はははは、、、、氏名等氏名等氏名等氏名等のののの変更変更変更変更のののの届届届届出出出出がががが必必必必    

要要要要となりますとなりますとなりますとなります。。。。    

        ただしただしただしただし、、、、会社会社会社会社のののの代表者名代表者名代表者名代表者名のののの変更変更変更変更はこれにはこれにはこれにはこれに該当該当該当該当しませんしませんしませんしません。。。。    

    

◎ 特定工場特定工場特定工場特定工場のののの届出届出届出届出をしたをしたをしたをした者者者者からからからから、、、、当該特定工場当該特定工場当該特定工場当該特定工場をををを譲譲譲譲りりりり受受受受けけけけ、、、、借借借借りりりり受受受受けたけたけたけた場合場合場合場合、、、、又又又又はははは、、、、特定特定特定特定    

工場工場工場工場のののの届届届届出出出出をしたをしたをしたをした者者者者についてについてについてについて相続相続相続相続、、、、合併合併合併合併があったがあったがあったがあった場合場合場合場合はははは、、、、承継承継承継承継のののの届出届出届出届出がががが必要必要必要必要ととととなりますなりますなりますなります。。。。    

 

(4) 届出事項 

① 新設届出の場合（⇒様式第１） 

イ. 氏名又は名称及び住所 

ロ. 特定工場の設置場所 

ハ. 特定工場における製品 

ニ. 特定工場の敷地面積及び建築面積 

ホ. 特定工場における生産施設、緑地及び環境施設の面積並びに環境施設の配置 
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ヘ. 特定工場の新設のための工事開始予定日 

② 既存工場の最初の変更届出の場合（⇒様式第２） 

イ. ①のハ・二及びホの変更に係る事項 

ロ. イの変更に係る事項以外の①のハ・二及ホの事項 

ハ. 変更部分の工事の開始予定日 

③ 変更の届出（⇒様式第２） 

イ. ①のハ・二及びホの変更に係る事項 

ロ. 変更部分の工事の開始予定日 

④ 氏名等の変更届出の場合（⇒様式第３） 

イ. 氏名等の変更事項 

⑤ 地位の承継届出の場合（⇒様式第４） 

イ. 地位の承継事項 

    

◎ 特定工場特定工場特定工場特定工場をををを新設新設新設新設あるいはあるいはあるいはあるいは増設増設増設増設をををを行行行行うううう場合場合場合場合はははは、、、、上記事項上記事項上記事項上記事項についてについてについてについて、、、、事前事前事前事前にににに届出届出届出届出をををを提出提出提出提出すすすす    

ることがることがることがることが必要必要必要必要となりますとなりますとなりますとなります。。。。なおなおなおなお、、、、届出届出届出届出のののの際際際際はははは、、、、工工工工場立地法場立地法場立地法場立地法にににに関関関関するするするする準則準則準則準則でででで定定定定められためられためられためられた基基基基    

準準準準をををを満満満満たさなくてはなりませんたさなくてはなりませんたさなくてはなりませんたさなくてはなりません。。。。    

 

３３３３．．．．    準則準則準則準則でででで定定定定められためられためられためられた基準基準基準基準    

(1) 面積比率に関する事項 

① 生産施設面積 

生産施設の面積の敷地に対する割合は、業種毎に定められた割合以下とする（別表第一）。 

② 緑地面積 

緑地の面積の敷地面積に対する割合（緑地面積率）は、20%20%20%20%以上以上以上以上とする。 

③ 環境施設面積 

  環境施設（緑地を含む。）面積の敷地面積に対する割合（環境施設面積率）は、25%25%25%25%以上以上以上以上

とする。 

【企業立地促進法に基づく工場立地法の特例】 

 下表の特定区域においては、上記基準に代わる準則値（緑地面積率及び環境施設面積率）

が適用されます。 

詳しくは、特定区域を所管する市町へお問い合わせください（5.(２)届出先参照）。 

市町名 区域 緑地面積率 環境施設面積率 

米沢市 米沢オフィス・アルカディア １５％以上 ２０％以上 

川西町 川西町大字上小松 １０％以上 １５％以上 

鶴岡中央工業団地、鶴岡東工業団地、

鶴岡西工業団地 

５％以上 １０％以上 

藤島南工業団地 １０％以上 １５％以上 

鶴岡市 

鶴岡バイオサイエンスパーク １５％以上 ２０％以上 

(2) 配置に関する事項 

   環境施設の配置 

   敷地面積の 15%15%15%15%以上以上以上以上に相当する面積の環境施設を工場敷地内の周辺部に、その地域の 

生活環境の保持に最も寄与するよう配置するものとする。 
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◎ 工場立地法工場立地法工場立地法工場立地法にににに関関関関するするするする準則準則準則準則ではではではでは、、、、生産施設生産施設生産施設生産施設、、、、緑地緑地緑地緑地、、、、環境施設環境施設環境施設環境施設についてについてについてについて、、、、そのそのそのその面積率及面積率及面積率及面積率及びびびび 

配置配置配置配置にににに関関関関してしてしてして基準基準基準基準をををを設設設設けていますけていますけていますけています。。。。これらのこれらのこれらのこれらの施設施設施設施設のののの定義定義定義定義はははは次次次次のようになりますのようになりますのようになりますのようになります。。。。 

    

４４４４．．．．生産施設生産施設生産施設生産施設、、、、緑地緑地緑地緑地、、、、緑地以外緑地以外緑地以外緑地以外のののの環境施設及環境施設及環境施設及環境施設及びびびび特別配置施設特別配置施設特別配置施設特別配置施設のののの定義定義定義定義 

(1) 生産施設の定義 

① 製造業における物品の製造工程（加工修理行程を含む。）及び電気供給業における 

  発電工程、ガス供給業におけるガス製造工程、熱供給業における熱発生工程を形成 

  する機械又は装置設備が設置される建物             （屋内生産施設） 

② ①の製造工程を形成する機械又は装置で、建築物の外に設置されるもの 

                                 （屋外生産施設） 

 ◎ 生産施設生産施設生産施設生産施設とはとはとはとは、、、、原則的原則的原則的原則的にはにはにはには、、、、建物建物建物建物のののの中中中中でででで実際実際実際実際にににに生産生産生産生産をををを行行行行っているっているっているっている部分部分部分部分をををを指指指指しますしますしますします。。。。    

    したがってしたがってしたがってしたがって、、、、事務所事務所事務所事務所、、、、倉庫等倉庫等倉庫等倉庫等はははは、、、、基本的基本的基本的基本的にはにはにはには生産施設生産施設生産施設生産施設にはにはにはには該当該当該当該当しませんしませんしませんしません。。。。そのそのそのその際際際際、、、、壁等壁等壁等壁等でででで    

明確明確明確明確にににに仕切仕切仕切仕切られていることがられていることがられていることがられていることが要件要件要件要件となりますとなりますとなりますとなります。。。。例例例例えばえばえばえば、、、、一一一一つのつのつのつの建物建物建物建物でででで半分半分半分半分をををを生産工程生産工程生産工程生産工程、、、、残残残残    

りりりり半分半分半分半分をををを製品置場製品置場製品置場製品置場としてとしてとしてとしているようないるようないるようないるような場合場合場合場合でででで、、、、そのそのそのその間間間間にににに仕切仕切仕切仕切りがないようなりがないようなりがないようなりがないような場合場合場合場合はははは、、、、建物全建物全建物全建物全    

体体体体がががが生産施設生産施設生産施設生産施設となりますとなりますとなりますとなります。。。。    

        またまたまたまた、、、、屋外屋外屋外屋外にあるにあるにあるにある生産施設生産施設生産施設生産施設のののの面積面積面積面積はははは、、、、そのそのそのその水平投影面積水平投影面積水平投影面積水平投影面積のののの外周外周外周外周によってによってによってによって囲囲囲囲まれるまれるまれるまれる面積面積面積面積とととと    

なりますなりますなりますなります。。。。    

        工場立地法工場立地法工場立地法工場立地法のののの定定定定めるめるめるめる準則準則準則準則によりによりによりにより、、、、生産施設生産施設生産施設生産施設のののの敷地面積敷地面積敷地面積敷地面積にににに対対対対するするするする割合割合割合割合はははは、、、、業種毎業種毎業種毎業種毎にににに規定規定規定規定ささささ    

れたれたれたれた値以下値以下値以下値以下でなくてはなりませんでなくてはなりませんでなくてはなりませんでなくてはなりません。。。。                                                                （（（（⇒⇒⇒⇒別表第一別表第一別表第一別表第一））））    

  (2) 緑地の定義 

緑地とは、次に掲げる土地又は施設（建築物その他の施設(以下｢建築物等施設｣という。) 

に設けられるものであって、当該建築物等施設の屋上その他の屋外に設けられるものに限る。 

（以下「建築物屋上等緑化施設」という。）とする。 

① 樹木が生育する区画された土地又は建築物屋上等緑化施設であって、工場又は事業場の

周辺の地域の生活環境の保持に寄与するもの 

② 低木又は芝その他の地被植物（除草等の手入れがなされているものに限る。）で表面が被

われている土地又は建築物屋上等緑化施設 

(3) 緑地以外の環境施設の定義 

緑地以外の環境施設とは、次に掲げる施設のように供する区画された土地（緑地と重複す

る部分を除く）で工場又は事業場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与するように管理がな

されるものとする。 

① 噴水、水流、池、その他の修景施設 

② 屋外運動場 

③ 広場 

④ 屋内運動施設 

⑤ 教養文化施設 

⑥ 雨水浸透施設 

⑦ 太陽光発電施設（生産施設に該当するものを除く。） 

⑧ ①～⑦に掲げる施設のほか、工場又は事業場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与する

ことが特に認められるもの 
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◎◎◎◎    緑地以外緑地以外緑地以外緑地以外のののの環境施設環境施設環境施設環境施設のののの判断基準判断基準判断基準判断基準はははは次次次次のののの４４４４つのうちつのうちつのうちつのうち、、、、１１１１つをつをつをつを満満満満たすたすたすたす必要必要必要必要がありますがありますがありますがあります。。。。    

・ オープンスペースオープンスペースオープンスペースオープンスペースでありでありでありであり、、、、かつかつかつかつ、、、、美観等美観等美観等美観等のののの面面面面でででで公園的公園的公園的公園的にににに整備整備整備整備されていることされていることされていることされていること。。。。    

・ 一般一般一般一般のののの用用用用にににに供供供供するようするようするようするよう管理管理管理管理されることされることされることされること等等等等によりによりによりにより、、、、周辺周辺周辺周辺のののの地域住民等地域住民等地域住民等地域住民等のののの健康健康健康健康のののの維持増進又維持増進又維持増進又維持増進又はははは 

教養教養教養教養文化文化文化文化のののの向上向上向上向上がががが図図図図られることられることられることられること。。。。 

・ 災害時災害時災害時災害時のののの避難場所等避難場所等避難場所等避難場所等となることによりとなることによりとなることによりとなることにより防災対策等防災対策等防災対策等防災対策等がががが推進推進推進推進されることされることされることされること。。。。    

・ 雨水等雨水等雨水等雨水等のののの流出水流出水流出水流出水をををを浸透浸透浸透浸透させるさせるさせるさせる等等等等によりによりによりにより地下水地下水地下水地下水のののの涵養涵養涵養涵養がががが図図図図られることられることられることられること。。。。    

     

 ◎ 工場立地法工場立地法工場立地法工場立地法のののの定定定定めるめるめるめる準則準則準則準則によりによりによりにより、、、、特定工場特定工場特定工場特定工場をををを設置設置設置設置するするするする場合場合場合場合、、、、そのそのそのその敷地面積敷地面積敷地面積敷地面積にににに対対対対してしてしてして緑地緑地緑地緑地    

面積面積面積面積をををを 20%20%20%20%以上以上以上以上、、、、環境施設面積環境施設面積環境施設面積環境施設面積をををを 25%25%25%25%以上設以上設以上設以上設けなくてはなりませんけなくてはなりませんけなくてはなりませんけなくてはなりません。。。。なおなおなおなお、、、、環境施設環境施設環境施設環境施設とはとはとはとは    

緑地緑地緑地緑地とととと緑地以外緑地以外緑地以外緑地以外のののの環境施設環境施設環境施設環境施設をををを合合合合わせたものですわせたものですわせたものですわせたものです。。。。    

        したがってしたがってしたがってしたがって、、、、緑地緑地緑地緑地のみでのみでのみでのみで敷地面積敷地面積敷地面積敷地面積のののの 25%25%25%25%以上以上以上以上をををを満満満満たすたすたすたす場合場合場合場合はははは、、、、緑地以外緑地以外緑地以外緑地以外のののの環境施設環境施設環境施設環境施設をををを設設設設    

置置置置しなくてもしなくてもしなくてもしなくても準則準則準則準則にににに適合適合適合適合しますがしますがしますがしますが、、、、緑地緑地緑地緑地がががが 22222%2%2%2%までしかまでしかまでしかまでしか設置設置設置設置できないようなできないようなできないようなできないような場合場合場合場合はははは、、、、残残残残りりりり    

3%3%3%3%をををを緑地以外緑地以外緑地以外緑地以外のののの環境施設環境施設環境施設環境施設でででで充足充足充足充足することになりますすることになりますすることになりますすることになります。。。。    

        またまたまたまた、、、、周辺環境周辺環境周辺環境周辺環境とのとのとのとの調和調和調和調和のののの観点観点観点観点からからからから、、、、敷地面積敷地面積敷地面積敷地面積のののの 15%15%15%15%以上以上以上以上にににに相当相当相当相当するするするする面積面積面積面積のののの環境施設環境施設環境施設環境施設をををを    

工場周辺部工場周辺部工場周辺部工場周辺部にににに配置配置配置配置しなくてはなりませんしなくてはなりませんしなくてはなりませんしなくてはなりません。。。。    

    

５５５５．．．．届出届出届出届出のののの要領要領要領要領    

(1) 届出を行う時期 

① 新設の届出 

 →新設工事着工（造成する場合は造成工事着工）日の前日から 90 日以前 

② 既存工場の最初の変更届出及び政令改廃による最初の変更届出 

 →変更部分工事着工（造成する場合は造成工事着工）日の前日から 90 日以前 

③ 氏名等の変更の届出  

 →変更後遅滞なく 

④ 承継の届出  

 →承継後遅滞なく 

⑤ 実施制限期間の短縮申請 

 →審査の結果、内容が相当であると認められるときは、必要に応じ期間の短縮ができる。 

 

◎ 工事工事工事工事のののの新設又新設又新設又新設又はははは増設増設増設増設をををを行行行行うううう場合場合場合場合にはにはにはには、、、、原則原則原則原則としてとしてとしてとして工事着工工事着工工事着工工事着工（（（（造成造成造成造成するするするする場合場合場合場合はははは造成工事着造成工事着造成工事着造成工事着    

工工工工））））のののの 90909090 日前日前日前日前までまでまでまで届出届出届出届出をしなければなりませんがをしなければなりませんがをしなければなりませんがをしなければなりませんが、、、、実施制限期間実施制限期間実施制限期間実施制限期間のののの短縮申請短縮申請短縮申請短縮申請をををを行行行行うことにうことにうことにうことに    

よりよりよりより、、、、そのそのそのその内容内容内容内容がががが相当相当相当相当であるならばであるならばであるならばであるならば期間期間期間期間のののの短縮短縮短縮短縮ができますができますができますができます。。。。    

        なおなおなおなお、、、、工場立地法届出書工場立地法届出書工場立地法届出書工場立地法届出書がががが実施制限期間実施制限期間実施制限期間実施制限期間のののの短縮申請書短縮申請書短縮申請書短縮申請書をををを兼兼兼兼ねておりますのでねておりますのでねておりますのでねておりますので、、、、別別別別にににに短縮短縮短縮短縮    

申請申請申請申請をををを行行行行うううう必要必要必要必要はありませんはありませんはありませんはありません。（。（。（。（届出届出届出届出とととと同時同時同時同時にににに短縮申請短縮申請短縮申請短縮申請がががが行行行行われたこわれたこわれたこわれたこととなりますととなりますととなりますととなります。）。）。）。）    

◎ 短縮申請短縮申請短縮申請短縮申請がががが認認認認められためられためられためられた場合場合場合場合はははは 60606060 日間日間日間日間のののの期間短縮期間短縮期間短縮期間短縮となりとなりとなりとなり、、、、工事着工工事着工工事着工工事着工のののの 30303030 日前日前日前日前までまでまでまで届出届出届出届出をををを    

提出提出提出提出すればよいことになりますすればよいことになりますすればよいことになりますすればよいことになります。。。。    

◎ 氏名等氏名等氏名等氏名等のののの変更届出変更届出変更届出変更届出、、、、承継承継承継承継のののの届出届出届出届出についてはについてはについてはについては、、、、変更変更変更変更にににに係係係係るるるる事由事由事由事由がががが発生発生発生発生したならばしたならばしたならばしたならば、、、、遅滞遅滞遅滞遅滞なくなくなくなく、、、、    

速速速速やかにやかにやかにやかに届出届出届出届出くださいくださいくださいください。。。。    
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(2) 届出先 

①①①①工場所在地工場所在地工場所在地工場所在地がががが    市市市市にあるにあるにあるにある場合場合場合場合    

特定工場特定工場特定工場特定工場がががが所在所在所在所在するするするする下記下記下記下記のののの市市市市窓口窓口窓口窓口    

 住所 電話番号 FAX 番号 

山形市商工観光部商工課 

〒990-8540 

山形市旅籠町 2 丁目 3‐25 

023-641-1212 023-624-8899 

寒河江市商工振興課 

〒991-0031 

寒河江市本町 2 丁目 8‐3 

0237-86-2111 0237-77-6331 

上山市商工課 

〒999-3192 

上山市河崎 1 丁目 1‐10 

023-672-1111 023-672-1112 

村山市商工文化観光課 

〒995-8666 

村山市中央 1 丁目 3‐6 

0237-55-2111 0237-53-5950 

天童市経済部産業立地室 

〒994-8510 

天童市老野森 1 丁目 1‐1 

023-654-1111 023-653-0744 

東根市経済部商工観光課 

〒999-3795 

東根市中央 1 丁目 1‐1 

0237-42-1111 0237-43-1158 

尾花沢市商工観光課 

〒999-4292 

尾花沢市若葉町 1 丁目 1‐3 

0237-22-1111 0237-22-3222 

新庄市商工観光課                   

企業立地推進課 

〒996-8501 

新庄市沖の町 10‐37 

0233-22-2111 0233-22-0989 

米沢市産業部商工観光課 

〒992-8501 

米沢市金池 5 丁目 2‐25 

0238-22-5111 0238-24-4541 

長井市商工振興課 

〒993-8601 

長井市ままの上 5‐1 

0238-87-0826 0238-88-5914 

南陽市商工観光ブランド課 

〒999-2292 

南陽市三間通 436‐1 

0238-40-3211 0238-40-3422 

鶴岡市商工観光部商工課 

〒997-8601 

鶴岡市馬場町 9‐25 

0235-25-2111 0235-25-7111 

酒田市商工観光部商工港湾課  

〒998-0044 

酒田市中町 2 丁目 5‐10 

0234-26-5361 0234-22-3910 

  

②②②②工場所在地工場所在地工場所在地工場所在地がががが    上記以外上記以外上記以外上記以外    のののの場合場合場合場合    

山形県商工労働観光部 工業振興課 産業立地室 

 〒９９０－８５７０ 山形県山形市松波２－８－１ 

     ＴＥＬ ０２３－６３０－２６９０・３１２７（直） 

     ＦＡＸ ０２３－６３０－２６９５ 

 

《届出のスキーム》 

 

                     届 出  

      特 定 工 場                    

                             

   敷地面積が 9,000 ㎡以上又は 

   建築面積が 3,000 ㎡以上      

                                                                   受理（短縮承認）通知 

山形県 

又は 

各市の窓口 



7 

 

 

６６６６．．．．準則及準則及準則及準則及びびびび届出等届出等届出等届出等をををを遵守遵守遵守遵守させるためのさせるためのさせるためのさせるための措置措置措置措置    

(1)  勧告 

 届出の内容が次の事由に該当する場合は、勧告することができる（届出のあった日から

60 日以内にしなければならない。）。 

  ① 特定工場の新設等によってその周辺の地域における工場又は事業場の立地条件が著 

しく悪化するおそれがあると認められるとき。 

  ② 当該地域の自然条件又は立地条件からみて、当該場所を他の業種の製造業等の用に 

供することとすることが国民経済上きわめて適切なものであると認められるとき。 

  ③ 生産施設の面積等に係る届出の内容が工場立地に関する準則に適合せず、特定工場 

の周辺の地域における生活環境の保持に支障を及ぼすおそれがあると認められるとき。 

  (2) 変更命令 

(1) の③に係る勧告を受けた者が、その勧告に従わない場合において放置すれば勧告の際 

におそれていた事態が現実に生じると認められ、かつ、その事態を除去することがきわめ 

て困難となると認められるときは、その勧告に係る事項の変更を命ずることができる。       

（届出のあった日から 90 日以内にしなければならない。） 

 

 

(3) 罰則 

① 届出義務違反 

イ. 新設の届出、既存工場の最初の変更届出、政令改廃による最初の変更届出及び 

変更の届出 

 ○ 6 ｶ月以下の懲役又は 50 万円以下の罰金 

ロ. 氏名等の変更届出及び地位の承継届出 

○ 10 万円以下の過料 

② 実施制限違反 

届出を受理された日から 90 日を経過する以前において新設工場等に着工した場合 

○ 3 ｶ月以下の懲役又は 30万円以下の罰金 

③ 変更命令違反 

○ 6 ｶ月以下の懲役又は 50万円以下の罰金 

 

◎ 工場立地法工場立地法工場立地法工場立地法のののの準則及準則及準則及準則及びびびび届出等届出等届出等届出等をををを遵守遵守遵守遵守させるさせるさせるさせる措置措置措置措置としてとしてとしてとして、、、、勧告及勧告及勧告及勧告及びびびび変更命令変更命令変更命令変更命令ををををすることがすることがすることがすることが    

できるものとされていますできるものとされていますできるものとされていますできるものとされています。。。。    

        なおなおなおなお、、、、届出義務等届出義務等届出義務等届出義務等にににに違反違反違反違反したしたしたした場合場合場合場合はははは罰則罰則罰則罰則のののの適用適用適用適用がありますがありますがありますがあります。。。。    

    

７７７７....    届出書提出部数届出書提出部数届出書提出部数届出書提出部数    

    

◎ 届出書届出書届出書届出書のののの宛宛宛宛てててて先先先先・・・・提出部数提出部数提出部数提出部数についてはについてはについてはについては以下以下以下以下のとおりですのとおりですのとおりですのとおりです。。。。    

                        宛宛宛宛    てててて    先先先先：：：：山形県知事山形県知事山形県知事山形県知事（（（（又又又又はははは各市長各市長各市長各市長））））    あてあてあてあて    

                        提出部数提出部数提出部数提出部数：：：：正正正正 1111 部部部部（（（（控控控控えがえがえがえが必要必要必要必要なななな場合場合場合場合はもうはもうはもうはもう 1111 部作成部作成部作成部作成してしてしてして下下下下さいさいさいさい。）。）。）。）    
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８８８８....    届出届出届出届出のののの際際際際のののの特例措置特例措置特例措置特例措置についてについてについてについて 

 (1) 工業団地に設置する場合の特例 

   地方公共団体、公団、事業団、地方開発公社、第 3 セクター、民間デベロッパー及び立地

予定企業の組合等が、工業を設置させる目的で、先行的につくった工業団地であり、さらに

共通施設として適切に配置された緑地等が整備されている場合は、その工業団地に入居する

工場の生産施設面責率、緑地面積率及び環境施設面積率の根拠となる敷地面積、緑地面積及

び環境施設面積は次の算式で算することができる。 

   いわゆる、当該共通施設面積を各工場等の固有の敷地面積の大小に応じて比例配分し、固

有の敷地面積等に加算できるという趣旨である。 

① 当該工場の計算上の敷地面積（ Ａ ） 

 ＝当該工場等の敷地面積＋工業団地共通施設面積×(当該工場等の敷地面積/工業団地内の全工場又は全事業場の敷地面積の合計) 

② 当該工場の計算上の緑地面積（ Ｂ ） 

   ＝当該工場等の緑地面積＋工業団地共通緑地面積×(当該工場等の敷地面積/工業団地内の全工場又は全事業場の敷地面積の合計) 

  ③ 当該工場の計算上の環境施設面積（ Ｃ ） 

 ＝当該工場等の環境施設面積＋工業団地共通環境施設面積×(当該工場等の敷地面積/工業団地内の全工場又は全事業場の敷地面積の合計) 

①・②・③より 

・ 生産施設面積率 ＝ 当該工場の固有の敷地内の生産施設面積 ／ ( Ａ ) 

・ 緑 地 面 積 率  ＝  ( Ｂ ) ／ ( Ａ ) 

・ 環境施設面積率 ＝  ( Ｃ ) ／ ( Ａ ) 

◎ ただし、この特例はすべての工業団地に適用されるのではなく、工業団地が特例団地と 

して認められている場合に限られます。 

  平成 10 年 1月 1 日現在、特例が適用される団地は以下のとおりです。 

   ・新庄横根山工業団地   ・新庄中核工業団地  ・東根大森工業団地 

   ・飯豊東山工業団地   ・米沢八幡原中核工業団地  ・鳥海南工業団地 

◎ 今後、新たに造成される工業団地にも特例適用される場合があります。 

 

(2)  工業集合地に設置する場合の特例 

                       〈法第 4 条第 1 項第 3号ロ、準則第 6条〉 

  従来からの事業活動の過程で一団の土地に複数の工場が集中して立地している工業集合地 

で、認定要件に該当する場合は、各工場の固有の敷地面積、緑地面積及び環境施設面積は次 

の算式で算定することができる。つまり隣接緑地等の一定の面積を、固有の敷地面積等に加 

算できる。 

  《認定要件》 

① 工業集合地の要件                                                      

  ・製造業等に係る 2以上の工場又は事業所が集中して立地していること。 

  ・物理的に一連の土地であるほか、道路、川等により分断されていても一体性を 

  もった土地に工業等が立地していること。 

② 隣接緑地等の要件 

  ・工業集合地に隣接していること。 

  ・物理的に一連の土地であるほか、道路、川等により分断されていても一体性を 

   もった土地に緑地等が整備されていること。 
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  ・工業集合地の形成に伴って、緑地等が計画的に整備されるとともに、良好な状 

   態で維持管理されること。 

③ 周辺生活環境の改善への寄与 

  ・住居等との遮断効果を有する緑地又は環境施設が計画的に整備されることによ 

   り、周辺の地域の生活環境の改善に寄与すると認められること。 

④ 事業者による一部費用負担の原則 

 ・隣接緑地等の整備に要する費用は、原則として工業集合地に工場等を設置(新 

   たに設置する場合も含む)しており、工業集合地特例の適用を受けようとする 

   事業者が負担すること。 

《算式》 

① 当該工場の計算上の敷地面積（ Ａ ） 

 ＝当該工場等の敷地面積＋隣接緑地等の面積 

  ×(隣接緑地等の整備につき当該工場等を設置する者が負担する費用／隣接緑地等の整備につき工場集合地に工場等を設置する者が負担する費用の総額) 

② 当該工場の計算上の緑地面積  

   ＝当該工場等の緑地面積＋隣接緑地等のうち緑地の面積 

    ×（隣接緑地等の整備につき当該工場等を設置する者が負担する費用／隣接緑地等の整備につき工場集合地に工場等を設置する者が負担する費用の総額） 

③ 当該工場の計算上の環境施設面積 （ Ｃ ） 

 ＝当該工場等の環境施設面積＋隣接緑地等のうち環境施設の面積 

    ×（隣接緑地等の整備につき当該工場等を設置する者が負担する費用／隣接緑地等の整備につき工場集合地に工場等を設置する者が負担する費用の総額） 

 

  ①・②・③より 

  ・生産施設面積率 ＝ 当該工場の固有の敷地内の生産施設面積／（ Ａ ） 

    ・緑 地 面 積 率 ＝ （ Ｂ ）／（ Ａ ） 

  ・環境施設面積率 ＝ （ Ｃ ）／（ Ａ ） 

 

 (3) 既存工場が生産施設の面積を変更（減少を除く。）する場合の増設できる範囲及び生産 

施設の増加に伴い設置すべき緑地等の面積。 

                        〈法附則第 3 条第 1項の届出の場合〉 

 昭和 49年 6月 28 日時点で既にある工場、事業場において、昭和 49年 6 月 29 日以後に 

生産施設の増設やスクラップ＆ビルドが行われるとき、準則第 1条、第 2条、第 3条で規 

定した新設工場に適用される生産施設面積率の準則等の適用方法については、次の算式に 

よるものとする。 

① 増設できる生産施設の面積 

        ≦ 生産施設準則値×(敷地面積－(既存生産施設面積／(生産施設準則値×既存生産施設用敷地計算係数))     

② 生産施設の増設に伴い設置すべき緑地の面積 

        ≦ (増設する生産施設面積／生産施設準則値)×(0.2－(既存緑地面積／敷地面積)) 

③ 生産施設の増設に伴い設置すべき環境施設の面積 

        ≦ (増設する生産施設面積／生産施設準則値)×(0.25－(既存緑地面積／敷地面積))   

 なお、生産施設準則値、既存生産施設用敷地面積計算係数は別表第一、第二による。 
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◎ 既存工場既存工場既存工場既存工場におけるにおけるにおけるにおけるスクラップスクラップスクラップスクラップ＆＆＆＆ビルドビルドビルドビルドをををを行行行行うううう場合場合場合場合はははは、、、、上記上記上記上記のとおりのとおりのとおりのとおり工場立地工場立地工場立地工場立地にににに関関関関するするするする準準準準    

則則則則にににに従従従従いいいいビルドビルドビルドビルド面積面積面積面積にににに応応応応じたじたじたじた緑地等緑地等緑地等緑地等をををを確保確保確保確保するするするする必要必要必要必要がありますがありますがありますがあります。。。。    

        しかししかししかししかし、、、、ビルドビルドビルドビルド面積面積面積面積にににに応応応応じたじたじたじた緑地緑地緑地緑地をををを確保確保確保確保できなくてもできなくてもできなくてもできなくても、、、、次次次次のののの(1)(1)(1)(1)、、、、(2)(2)(2)(2)のいずれののいずれののいずれののいずれの要件要件要件要件とととと    

もももも満満満満たしたしたしたし、、、、周囲周囲周囲周囲へのへのへのへの環境負荷環境負荷環境負荷環境負荷がががが軽減軽減軽減軽減されるされるされるされる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、ビルドビルドビルドビルド面積面積面積面積ががががスクラップスクラップスクラップスクラップ面積面積面積面積をををを超超超超ええええ    

ないないないない部分部分部分部分でででで建替建替建替建替えがえがえがえが可能可能可能可能となりますとなりますとなりますとなります。。。。 

 

 《要件》 

(1) 対象工場要件…･･以下の①かつ②に該当すること。 

① 老朽化等により生産施設の建替えが必要となっている工場で、建替えにより景観が 

向上する等周辺地域における生活環境の保全に資する見通しがあること。 

② 建替え後に緑地の整備に最大限の努力をして緑地面積又は環境施設面積が一定量改 

善されること。 

(2) 生活環境保全要件…･･以下の①～③の内いずれか 1 つに該当すること。 

① 現状の生産施設面積を拡大しない単なる改築、更新。 

② 生産施設を住宅等から離す、住宅等の間に緑地を確保する等周辺生活環境に配慮し 

たレイアウトに変更。 

③ 工業専用地域、工業地域等に立地し、周辺に住宅等がないこと。 

 

   なお、要件、計算方法等の詳細については、5.に記載の届出先あてご照会ください。 
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別表第一〔第一条及び（備考）関係〕 

業    種    の    区    分 
敷地面積に対する生

産施設の面積の割合 

第

１

種 

化学肥料製造業のうちアンモニア製造業及び尿素製造業、石油精製業、コーク

ス製造業並びにボイラ・原動機製造業 
１００分の３０ 

第

２

種 

製材業・木製品製造業（一般製材業を除く。）、造作材・合板・建築用組立材料

製造業（繊維板製造業を除く。）及び非鉄金属鋳物製造業 
１００分の３５ 

第

３

種 

一般製材業及び伸鉄業 １００分の４０ 

第

４

種 

窯業・土石製品製造業（板ガラス製造業、陶磁器・同関連製品製造業、ほうろ

う鉄器製造業、七宝製品製造業及び人造宝石製造業を除く。）、農業用機械製造

業（農業用器具製造業を除く。）及び繊維機械製造業 

１００分の４５ 

第

５

種 

綱管製造業及び電気供給業 １００分の５０ 

第

６

種 

でんぷん製造業、冷間ロール成型形綱製造業、建設機械・鉱山機械製造業及び

冷凍機・温湿調整装置製造業 
１００分の５５ 

第

７

種 

石油製品・石炭製品製造業（石油精製業及びコークス製造業を除く。）及び高

炉による製鉄業 
１００分の６０ 

第

８

種 

その他の製造業、ガス供給業及び熱供給業 １００分の６５ 

 
別表第二〔（備考）関係〕 

業    種    の    区    分 

既存生産施設用 

敷地計算係数 

１ 他の項に掲げる製造業以外の製造業及び熱供給業 １.２ 

２ 

化学調味料製造業、砂糖製造業、酒類製造業（清酒製造業を除く。）、動植物油脂製造業、

でんぷん製造業、製材業・木製品製造業、造作材・合板・建築用組立材料製造業、パル

プ製造業、紙製造業、加工紙製造業、化学工業（ソーダ工業、塩製造業、有機化学工業

製品製造業（合成染料製造業、有機顔料製造業、熱硬化性樹脂製造業及び半合成樹脂製

造業を除く。）、ゼラチン・接着剤製造業及び医薬品製造業（医薬品原薬製造業を除く。）

を除く。）、石油製品・石炭製品製造業（コークス製造業を除く。）、タイヤ・チューブ製

造業、窯業・土石製品製造業（板ガラス製造業、セメント製造業、陶磁器・同関連製品

製造業、ほうろう鉄器製造業、七宝製品製造業及び人造宝石製造業を除く。）、高炉によ

らない製鉄業、製鋼・製鋼圧延業、熱間圧延業、冷間圧延業、冷間ロール成型形鋼製造

業、鋼管製造業、伸鉄業、鉄素形材製造業（可鍛鋳鉄製造業を除く。）、非鉄金属第二次

製錬・精製業（非鉄金属合金製造業を含む。）、非鉄金属・同合金圧延業、非鉄金属鋳物

製造業、鉄骨製造業、建設用金属製品製造業、蓄電池製造業、自動車製造業、自動車車

体・附随車製造業、鉄道車両製造業、船舶製造・修理業（長さ 250ｍ以上の船台又はドッ

クを有するものに限る。）、航空機製造業、航空機用原動機製造業、産業用運搬車両製造

業、武器製造業、電気供給業及びガス供給業 

１.３ 

３ 

有機化学工業製品製造業（合成染料製造業、有機顔料製造業、熱硬化性樹脂製造業及び

半合成樹脂製造業を除く。）、コークス製造業、板ガラス製造業、生産用機械器具製造業

（機械工具製造業、金属用金型・同部分品・附属品製造業、非金属用金型・同部分品・

附属品製造業及びロボット製造業を除く。）、はん用機械器具製造業（動力伝導装置製造

業、消火器具・消火装置製造業、弁・同附属品製造業、パイプ加工・パイプ附属品加工

業、玉軸受・ころ軸受製造業、ピストンリング製造業及び各種機械・同部分品製造修理

業（注文製造・修理）を除く。）、発電用・送電用・配電用電気機械器具製造業（配線器

具・配線附属品製造業を除く。）、産業用電気機械器具製造業及び船用機関製造業 

１.４ 

４ ソーダ工業、セメント製造業、高炉による製鉄業及び非鉄金属第一次製錬・精製業 １.５ 

 


